
加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保育料関係事務事業 部 局 名 こども部

課（室）名 幼児保育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０１幼稚園管理費

細  目 ０３０保育料関係事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立幼稚園の保育料等徴収条例

現 状 と 課 題

平成２７年度から子ども・子育て支援新制度導入に伴い、世帯の収入（市民税
所得割等）によって階層が異なる料金体系へと移行した。収納率はほぼ
１００％であり、幼稚園の円滑な運営が図られ、教育環境が整備されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小学校就学前１年及び２年の園児（４・５歳児）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

幼稚園の保育料について、適正な金額を設定するとともに、納入、徴収、減免
等に関する事務を行う

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

幼稚園の保育料の納付により、幼稚園の円滑な運営が図られ、園児教育の環境
が整備される。

304294295

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 295

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度から子ども・子育て支援新制度が施行され幼稚園保育料も応能負
担となった。今後も引き続き適正な事務に努めていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 295

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 保育料関係事務事業 部 局 名 こども部

課（室）名 幼児保育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園児募集事業 部 局 名 こども部

課（室）名 幼児保育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０１０幼稚園児募集事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立幼稚園の管理運営に関する規則

現 状 と 課 題

平成２４年度より、市立幼稚園２０園全園で４歳児学級を実施（定員３５人
（一部７０名））。一部の園では定員を大きく超える入園申込者があり、入園
できない状況となっている。その反面、北西部の園では定員割れが見られる。
現在の就園率は、４歳児約３５％、５歳児約４７％。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小学校就学前１年及び２年の児童（４・５歳児）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内公立幼稚園２０園の入園募集、受付、定員管理に関する事務を行う。５歳
児については定員なし。４歳児については各園定員３５人（一部７０人）と
し、定員を超えた申し込みのあった園については、抽選により入園者を決定す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

広く募集を行い、適正に管理することにより、希望者が幼稚園に入園できる。

22316792

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 92

財　

源　

内　

訳

■拡充

就学前１年及び２年の児童につき、入園募集、受付、定員管理を実施。４歳児
学級については、平成２４年度以降、各園１クラス（定員３５人）で実施して
いるところだが、市南東部の園では定員を超える申込みがあることから、利用
希望に答えるため、平成２６年度に２園、平成２７年度に１園で１クラスずつ
増設し、計３クラス１０５人の定員増を図った。今後も、４歳児学級の利用希
望の推移を見極めながら増設を検討していく必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 92

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園児募集事業 部 局 名 こども部

課（室）名 幼児保育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育委員会委員活動に要する一
般的経費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０１教育委員会費

細  目 ００５教育委員会委員活動事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

現 状 と 課 題

教育委員会制度改革が進み、教育長と教育委員長の統合、首長に新教育長の任
免権を与えることや、首長が主宰し、教育長らが参加する「総合教育会議」を
各自治体の常設機関として設置するなど制度の見直しが行われた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

●教育委員長　●教育委員　●教育長

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●定例教育委員会を月に一度開催する　●臨時教育委員会を年に三回程度開催
する　●教育委員の学校園訪問を実施する　●各協議会等に参加する　●先進
地視察を実施する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育委員会を円滑に実施する

5,0614,8664,888

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,888

財　

源　

内　

訳

□拡充

教育委員会制度を遂行するうえで必要な事業であり、予算の執行に関しても適
正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,888

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育委員会委員活動に要する一
般的経費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 事務局に要する一般的経費 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ００５事務局に要する一般的経費

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、労働安全衛生法、消防法　等

現 状 と 課 題

財政状況が厳しくなる中、より効率的な予算の執行が要請されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育委員会事務局職員等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

出張及び研修旅費の支払い、消耗品等の購入、講習会の参加負担金の支払い等
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育を支える環境を整備し、業務をより円滑に行う。また、研修等を通じて、
職員の資質向上を図る。

1,4571,2382,042

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,042

財　

源　

内　

訳

□拡充

教育委員会事務局職員の事務の円滑な遂行を図るために必要不可欠な事業であ
り、予算の執行に関しても適正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,042

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 事務局に要する一般的経費 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校建設に要する一般的経費 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０３小学校建設費

細  目 ００５小学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

小学校建設事業に伴う文具等購入、図面製本等

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

小学校建設に関係する教育委員会事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

文具等購入、図面印刷費等

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

小学校建設に要する一般的経費を支出し、安全で快適な学習環境の整備を図
る。

301267126

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 126

財　

源　

内　

訳

□拡充

事務局に要する一般的経費と別事業として整理するメリットが少ない。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 126

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校建設に要する一般的経費 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ０１０小学校用務運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員等旅費条例、加古川市職員等旅費条例施行規則、加古川市職員被
服貸与規則

現 状 と 課 題

厳しい財政状況の中、効率的な予算の執行が望まれている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小学校に勤務する用務員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例等に基づき、用務員の連絡業務及び出張に伴う旅費を支出する。また、規
則等に基づき被服の貸与を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育を支える環境を整備し、業務をより円滑に行う。

346335430

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 430

財　

源　

内　

訳

□拡充

小学校に勤務する職員の連絡業務や出張の旅費を支給する必要な事業であり、
予算の執行に関しても適正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 430

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ０１５中学校用務運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員等旅費条例、加古川市職員等旅費条例施行規則、加古川市職員被
服貸与規則

現 状 と 課 題

厳しい財政状況の中、効率的な予算の執行が望まれている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の中学校に勤務する用務員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例等に基づき、用務員の連絡業務及び出張に伴う旅費を支出する。また、規
則等に基づき被服の貸与を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育を支える環境を整備し、業務をより円滑に行う。

13484186

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 186

財　

源　

内　

訳

□拡充

中学校に勤務する職員の連絡業務や出張の旅費を支給する必要な事業であり、
予算の執行に関しても適正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 186

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ０２０特別支援学校用務運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員等旅費条例、加古川市職員等旅費条例施行規則、加古川市職員被
服貸与規則

現 状 と 課 題

厳しい財政状況の中、より効率的な予算の執行が望まれている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の特別支援学校に勤務する用務員、介助員、看護師、幼稚園教諭

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例等に基づき、用務員の連絡業務及び教諭等の研修等に伴う旅費を支出す
る。また、規則等に基づき、被服の貸与を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育を支える環境を整備し、業務をより円滑に行う。また、研修等を通じて、
教諭等の資質向上を図る。

201227227

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 227

財　

源　

内　

訳

□拡充

特別支援学校に勤務する職員の連絡業務や研修の旅費を支給する必要な事業で
あり、予算の執行に関しても適正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 227

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ０２５幼稚園用務運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員等旅費条例、加古川市職員等旅費条例施行規則、加古川市職員被
服貸与規則

現 状 と 課 題

厳しい財政状況の中、より効率的な予算の執行が望まれている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の公立幼稚園に勤務する職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例等に基づき、用務員の連絡業務及び幼稚園教諭の研修等に伴う旅費を支出
する。また、規則等に基づき、被服の貸与を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育を支える環境を整備し、業務をより円滑に行う。また、研修等を通じて、
教職員の資質向上を図る。

3,6433,6453,298

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,298

財　

源　

内　

訳

□拡充

幼稚園に勤務する職員の連絡業務や研修の旅費を支給する必要な事業であり、
予算の執行に関しても適正に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,298

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園用務運営事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０１小学校管理費

細  目 ０２０小学校維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

法定、保守点検、施設等の緊急修繕の実施により延命並びに安全性を確保す
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

小学校全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の設備等について定期点検及び緊急修繕を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設の延命並びに安全性を確保する。

48,08149,36255,531

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 55,531

財　

源　

内　

訳

□拡充

計画的に実施している。高木の剪定及び伐採については、近隣への落葉被害を
防止し、枯れ枝等の落下や倒木からの児童の安全確保のため、平成２７年度か
ら増額している。今後は予算維持に努め、引き続き、適切な維持管理を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 55,531

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０１中学校管理費

細  目 ０２０中学校維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

法定、保守点検、施設等の緊急修繕の実施により延命並びに安全性を確保す
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中学校全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の設備等について定期点検及び緊急修繕を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設の延命並びに安全性を確保する。

20,06021,04322,474

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,474

財　

源　

内　

訳

□拡充

計画的に実施している。高木の剪定及び伐採については、近隣への落葉被害を
防止し、枯れ枝等の落下や倒木からの児童の安全確保のため、平成２７年度か
ら増額している。今後は予算維持に努め、引き続き、適切な維持管理を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,474

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０４特別支援学校費

目 ０１特別支援学校管理費

細  目 ０２０特別支援学校維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

法定、保守点検、施設等の緊急修繕の実施により延命並びに安全性を確保す
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川養護学校に係る施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の設備等について定期点検及び緊急修繕を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設の延命並びに安全性を確保する。

4,0255,2686,084

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,084

財　

源　

内　

訳

□拡充

計画的に実施している。養護学校には他の学校園とは異なり、屋内プール等の
特殊な設備も多い。老朽度合を見極め、適切な時期に設備の更新を行う必要が
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,084

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０１幼稚園管理費

細  目 ０２０幼稚園維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

法定、保守点検、施設等の緊急修繕の実施により延命並びに安全性を確保す
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内公立幼稚園全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の設備等について定期点検及び緊急修繕を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設の設備等について定期点検及び緊急修繕を実施する。

9,2329,22710,477

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,477

財　

源　

内　

訳

□拡充

計画的に実施している。高木の剪定及び伐採については、近隣への落葉被害を
防止し、枯れ枝等の落下や倒木からの児童の安全確保のため、平成２７年度か
ら増額している。今後は予算維持に努め、引き続き、適切な維持管理を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,477

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０１小学校管理費

細  目 ００５小学校運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

児童の発達段階に合わせた情報活用の実践力の育成、基本的な機器の操作や情
報モラルを習得する必要性が増している。文科省の第２期教育振興基本計画で
は、ＰＣ教室に限らず普通教室でも使用できる可動式ＰＣや電子黒板、書画カ
メラ等の整備目標が掲げられている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎小学校へ通学する児童◎小学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎小学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い◎機器
更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

小学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

33,15335,82938,081

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 38,081

財　

源　

内　

訳

□拡充

現状の基盤整備を確保し、安心で快適な環境を今後も継続して維持していくた
めに必要な事業であり、予算執行に関しても適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 38,081

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 15,32614,97314,750

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適に学習できる環境を整備しそれを学習指導要領や各学校の教育充実計画などに
沿った体系で継続させることが重要である。

教育用ＰＣ台数 台 1,1761,1761,176

校務用ＰＣ台数 台 848896

活 動 指 標
分 析 結 果

市内小学校に通学する児童に対して情報活用能力の育成や情報モラ
ルの習得を図り、子どもたちが生涯を通して社会のさまざまな変化
に主体的に対応できるための基礎となる。教員が校務の効率化を図
ることで、児童に対応する時間を確保することができる。

教育用ＰＣ整備率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

校務用ＰＣ整備率 100平成27
年度

100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０１中学校管理費

細  目 ００５中学校運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

生徒の発達段階に合わせた情報活用の実践力の育成、基本的な機器の操作や情
報モラルを習得の必要性が増している。文科省の第２期教育振興基本計画で
は、ＰＣ教室に限らず普通教室でも使用できる可動式ＰＣや電子黒板、書画カ
メラ等の整備目標が掲げられている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎中学校へ通学する生徒◎中学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎中学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い◎機器
更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

13,82514,64612,707

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,707

財　

源　

内　

訳

□拡充

現状の基盤整備を確保し、安心で快適な環境を今後も継続して維持していくた
めに必要な事業であり、予算の執行に関しても適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,707

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校コンピュータ管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市立中学校生徒数 8,1958,0757,899

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適に学習できる環境を整備しそれを学習指導要領や各学校の教育充実計画などに
沿った体系で継続させることが重要である。

教育用ＰＣ台数 台 504504504

校務用ＰＣ台数 台 483590

活 動 指 標
分 析 結 果

技術・家庭科の技術分野において「情報とコンピュータ」が必修と
なったことにより、学校全体としてのコンピュータの利用や情報に
関する基礎的な内容について共通理解をはかり、生徒の発達段階に
応じて効果的に活用する。教員が校務の効率化を図ることで、児童
に対応する時間を確保することができる。

教育用ＰＣ整備率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

校務用ＰＣ整備率 100平成27
年度

100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校コンピュータ管理
事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０４特別支援学校費

目 ０１特別支援学校管理費

細  目 ００５特別支援学校運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

支援方策を講じた情報端末を操作できるようにすることで、特に表現活動など
の主体的な学習を可能にし、多くの人々と接点をもてることで社会参加に向け
てのスキルを伸ばしていくことが重要である。文科省の第２期教育振興基本計
画では、可動式ＰＣ等の整備目標が掲げられている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎特別支援学校へ通学する児童生徒◎特別支援学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎特別支援学校で使用するコンピュータ等の機器の導入及びリース料の支払い
◎機器更新

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

特別支援学校で使用するコンピュータ等の管理を行い学習環境を整える。

309423588

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 588

財　

源　

内　

訳

□拡充

現状の基盤整備を確保し、安心で快適な環境を今後も継続して維持していくた
めに必要な事業であり、予算の執行に関しても適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 588

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校コンピュータ管理
事業

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市内特別支援学校児
童・生徒数

625659

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適に学習できる環境を整備し継続させることが重要である。

特別支援学校教育用Ｐ
Ｃ台数

台 555

校務用ＰＣ台数 台 5763

活 動 指 標
分 析 結 果

児童・生徒に対して支援方策を講じた情報端末を操作できるように
することで、特に表現活動などの主体的な学習を可能にし、多くの
人々と接点をもてることで社会参加に向けてのスキルを大きく伸ば
していくことが重要である。教員が校務の効率化を図ることで、児
童に対応する時間を確保することができる。

特別支援学校教育用Ｐ
Ｃ整備率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

校務用ＰＣ整備率 100平成27
年度

100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 仮設園舎管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 尾上地区

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０１幼稚園管理費

細  目 ００５幼稚園運営管理事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

現 状 と 課 題

２年保育の実施に際し、仮設園舎を設置したことで、平成２４年度の学級数は
５クラスとなり、４歳児クラスの受入が可能となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

尾上幼稚園

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成２４年度から２年保育を実施するため、４歳児の受入れを開始する。平成
２３年度中に入札を実施し、仮設園舎を設置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

尾上幼稚園で平成２４年度から２年保育を実施するにあたり、保育室の不足を
解消する。

3,6293,6293,629

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,629

財　

源　

内　

訳

□拡充

２年保育の実施に際し、仮設園舎を設置したことで、尾上幼稚園の４歳児の受
入が可能となったため、その有効性は高いと考えられる。今後は、子ども・子
育て関連３法が成立したことに伴い、市立幼稚園のあり方を検討する必要があ
るが、尾上幼稚園の申し込みは倍率も高いため、仮設園舎の設置は妥当であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,629

そ の 他 特 財

平成28年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 仮設園舎管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

教室

対 象 指 標 名

学校園数 111

成 果 指 標
分 析 結 果

プレハブ園舎設置により、教室不足を解消した。

増築教室数 教室 111

活 動 指 標
分 析 結 果

２年保育実施にあたり４歳児を受け入れるため１教室を設置する。

増築教室数

目 標 値

1

目標年度

平成28
年度

111

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

校
（園）

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０３小学校建設費

細  目 ００５小学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

学校施設の多くが建築後３０年以上経過し老朽化が進んでいるため、その対策
が急がれる。また、平成２８年４月１日に障害者差別解消法が施行されたこと
から、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその
基礎となる環境の整備について、検討を進める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

小学校全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

160,588153,609151,622

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 59,500

一 般 財 源 51,922

財　

源　

内　

訳

■拡充

老朽化対策と学校環境改善の両面から計画的に実施している。今後も継続して
中規模改修を計画的に盛り込み、事後保全から予防保全への転換に努める。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 151,622

そ の 他 特 財 40,200

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

工事発注件数 281625

設計委託発注件数 件 110

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 281625

設計委託発注件数 件 110

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

100100100

設計委託発注率 100平成28
年度

100100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０３小学校建設費

細  目 ００５小学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟については、集中的に内装、内部設備、トイレを中
心とした大規模改修工事を行い、安全で快適な学習環境を確保する必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立２８小学校のうち１００㎡以上の棟（１４７棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及び内装、内部設備、トイレを中心とした大規模改修工事の実
施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

7,190

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 5,300

一 般 財 源 1,890

財　

源　

内　

訳

■拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託を予定通り実施することができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,190

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市立２８小学校のうち
１００㎡以上の棟

147

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託を予定通り実施することが
できた。

工事発注棟数 棟 0

設計委託発注棟数 棟 3

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注を
行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

0

設計委託発注率 100平成32
年度

2

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０３小学校建設費

細  目 ００５小学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

耐震診断及び耐震補強が必要な棟、吊り天井等の落下防止対策が必要な棟

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

耐震診断及び耐震補強工事の実施、吊り天井等の落下防止対策工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設利用者の安全・安心の確保

248,871266,49466,524

国 庫 支 出 金 11,110

県 支 出 金

地 方 債 49,800

一 般 財 源 5,614

財　

源　

内　

訳

□拡充

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 66,524

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

耐震補強が必要な棟数 700

吊り天井等の落下防止
対策必要棟数

棟 2727

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 670

耐震化率 ％ 94100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

％ 0100

活 動 指 標
分 析 結 果

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処するこ
とが求められていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が
完了。平成２７年度には吊り天井等の落下防止対策を実施し、全て
の耐震化工事が完了した。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

耐震化率 100平成27
年度

94100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

100平成27
年度

0100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０３中学校建設費

細  目 ００５中学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

学校施設の多くが建築後３０年以上経過し老朽化が進んでいるため、その対策
が急がれる。また、平成２８年４月１日に障害者差別解消法が施行されたこと
から、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその
基礎となる環境の整備について、検討を進める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中学校全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

68,33659,91076,136

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 41,000

一 般 財 源 20,136

財　

源　

内　

訳

■拡充

老朽化対策と学校環境改善の両面から計画的に実施している。今後も継続して
中規模改修を計画的に盛り込み、事後保全から予防保全への転換に努める。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 76,136

そ の 他 特 財 15,000

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

工事発注件数 131217

設計委託発注件数 件 100

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 131217

設計委託発注件数 件 100

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

100100100

設計委託発注率 100平成28
年度

100100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０３中学校建設費

細  目 ００５中学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
下水道法

現 状 と 課 題

平成２６年度に公共下水道が整備され、施設の排水（雨水を除く）を接続でき
るようになった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

両荘中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

合併浄化槽を廃止して、排水等を公共下水道へ繋ぎ込む。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設排水設備の整備を行う。

2,2541,480

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 1,100

一 般 財 源 380

財　

源　

内　

訳

□拡充

すみやかに公共下水へと接続できるよう計画的に事業を実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,480

そ の 他 特 財

平成28年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校下水道整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

学校園数 11

成 果 指 標
分 析 結 果

計画通り実施している。

工事実施学校（園）数 校
（園）

00

設計委託発注件数 件 01

受益者負担金支出件数 件 10

活 動 指 標
分 析 結 果

下水道法（昭和三十三年四月二十四日法律第七十九号）「第十条第
一項」に基づき、施設の合併浄化槽を廃止して排水等を公共下水道
へ繋ぎ込む工事を進めている。平成２７年度に設計を行い、平成
２８年度に工事予定。

工事実施率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

00

設計委託発注率 100平成27
年度

0100

受益者負担金支出率 100平成27
年度

100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

校
（園）

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０３中学校建設費

細  目 ００５中学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟については、集中的に内装、内部設備、トイレを中
心とした大規模改修工事を行い、安全で快適な学習環境を確保する必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立１２中学校のうち１００㎡以上の棟（１００棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及び内装、内部設備、トイレを中心とした大規模改修工事の実
施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

2,443

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 1,800

一 般 財 源 643

財　

源　

内　

訳

■拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託を予定通り実施することができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,443

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

市立１２中学校のうち
大規模改修が必要な
１００㎡以上の棟

100

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託を予定通り実施することが
できた。

工事発注棟数 棟 0

設計委託発注棟数 棟 1

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注を
行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

0

設計委託発注率 100平成27
年度

1

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０３中学校建設費

細  目 ００５中学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

耐震診断及び耐震補強が必要な棟、吊り天井等の落下防止対策が必要な棟

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

耐震診断及び耐震補強工事の実施、吊り天井等の落下防止対策の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設利用者の安全・安心の確保

79,47859,889179,796

国 庫 支 出 金 22,574

県 支 出 金

地 方 債 152,400

一 般 財 源 4,822

財　

源　

内　

訳

□拡充

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 179,796

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

耐震補強が必要な棟数 220

吊り天井等の落下防止
対策必要棟数

棟 2424

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 220

耐震化率 ％ 97100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

％ 0100

活 動 指 標
分 析 結 果

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処するこ
とが求められていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が
完了。平成２７年度には吊り天井等の落下防止対策を実施し、全て
の耐震化工事が完了した。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

耐震化率 100平成27
年度

97100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

100平成27
年度

0100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０４特別支援学校費

目 ０２特別支援学校建設費

細  目 ００５特別支援学校建設事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

加古川養護学校については、平成１４年度までに必要な耐震補強を実施してお
り、すでに躯体の耐震化率は１００％となっている。平成２７年度に吊り天井
等の落下防止対策を実施し、文部科学省から求められている全ての耐震化工事
が完了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

吊り天井等の落下防止対策が必要な棟

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

吊り天井等の落下防止対策工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設利用者の安全・安心の確保

46514,947

国 庫 支 出 金 4,977

県 支 出 金

地 方 債 9,900

一 般 財 源 70

財　

源　

内　

訳

□拡充

加古川養護学校については、平成１４年度までに必要な耐震補強を実施してお
り、すでに躯体の耐震化率は１００％となっている。平成２７年度に吊り天井
等の落下防止対策を実施し、文部科学省から求められている全ての耐震化工事
が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 14,947

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援学校耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

吊り天井等の落下防止
対策必要棟数

22

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な設計委託を予定どおり実施することができ
た。

設計委託発注件数 件 10

吊り天井等落下防止対
策実施率

％ 0100

活 動 指 標
分 析 結 果

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、平成２７年度に吊
り天井等の落下防止対策を実施し、文部科学省から求められている
全ての耐震化工事が完了した。

設計委託発注率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

100平成27
年度

0100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０３幼稚園建設費

細  目 ００５幼稚園建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

施設全般の老朽化等の進行を計画的に改修することにより、安全で快適な学習
環境を確保する。また、今後は幼稚園の認定こども園化の進捗状況を踏まえな
がら、事業の方向性を検討する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内公立幼稚園全施設

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設全般の老朽化等に伴う維持補修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

安全で快適な学習環境の整備を図る。

16,9793,89012,415

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,615

財　

源　

内　

訳

□拡充

建物の安全性を確保しながら、長期にわたり有効に活用されるよう、適切に維
持管理し環境を整備することが求められている中、老朽化への対策と学校環境
改善の両面から計画的に実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,415

そ の 他 特 財 1,800

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園営繕事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

対 象 指 標 名

工事発注件数 535

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な工事を予定どおり実施することができた。

工事発注件数 件 535

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急度、安全性等を総合的に判断し、計画的な発注を行った。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成28
年度

100100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０３幼稚園建設費

細  目 ００５幼稚園建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

地球温暖化等による影響及び生活環境の変化に伴い、教育環境の向上が求めら
れていたが、平成２７年度にすべての幼稚園遊戯室にエアコンの設置が完了
し、快適な教育環境を創出することができた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

しかた幼稚園を除く、市内幼稚園遊戯室

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

幼稚園の遊戯室に空調設備を設置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

幼稚園の遊戯室にエアコンを設置し、快適な教育環境を創出することで、園児
の健康保持や教育効果の向上を図る。

21,72515,32226,143

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 19,500

一 般 財 源 6,643

財　

源　

内　

訳

■拡充

全ての幼稚園遊戯室にエアコンの設置が完了し、快適な教育環境を創出するこ
とができた。今後は園児が安全で快適な環境で過ごすことができるよう、老朽
化した建物及び設備の機能を改善するため、集中的に大規模改修を行う必要が
ある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,143

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

対 象 指 標 名

学校園数 191919

成 果 指 標
分 析 結 果

計画通り実施しており、妥当なものと考える。

工事実施学校（園）数 校
（園）

111419

設計委託発注件数 件 16190

活 動 指 標
分 析 結 果

遊戯室にエアコンを設置することにより、快適な教育環境を創出で
き、園児の健康保持や教育効果の向上を図ることができている。

工事実施率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

5873100

設計委託発注率 100平成27
年度

84100100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

校
（園）

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０３幼稚園建設費

細  目 ００５幼稚園建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

耐震診断及び耐震補強が必要な棟、吊り天井等の落下防止対策が必要な棟

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

耐震診断及び耐震補強工事の実施、吊り天井等の落下防止対策の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設利用者の安全・安心の確保

14,00573,2537,600

国 庫 支 出 金 1,488

県 支 出 金

地 方 債 6,000

一 般 財 源 112

財　

源　

内　

訳

□拡充

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処することが求めら
れていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が完了。平成２７年度に
は吊り天井等の落下防止対策を実施し、全ての耐震化工事が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 7,600

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園耐震化推進事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

耐震補強が必要な棟数 500

吊り天井等の落下防止
対策必要棟数

棟 11

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で快適な学習環境を確保するため、必要な委託、工事を予定どおり実施することができ
た。

工事発注件数 件 71000

耐震化率 ％ 82100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

％ 0100

活 動 指 標
分 析 結 果

子どもたちの生命・身体の安全を確保するため、早期に対処するこ
とが求められていたが、平成２６年度末には躯体の耐震補強工事が
完了。平成２７年度には吊り天井等の落下防止対策を実施し、全て
の耐震化工事が完了した。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成27
年度

100100100

耐震化率 100平成27
年度

82100100

吊り天井等落下防止対
策実施率

100平成27
年度

0100

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食センター運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和47年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 志方地区

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０２０学校給食センター運営事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法、学校給食法施行令、加古川市立学校給食センター設置及び管理に
関する条例

現 状 と 課 題

平成１５年に建替えを行い、志方町の３小学校及び志方中学校の給食調理業務
を行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

志方町の３小学校及び志方中学校の給食調理業務を行う「学校給食センター」

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

志方地区において、安全でおいしい学校給食を提供する上で必要な学校給食セ
ンターにおける運営管理業務（調理業務を除く）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校給食センターの円滑な運営を図る。

777395465

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 465

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校給食センターを円滑に運営し、志方地区の各学校へ給食を提供している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 465

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食センター運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ００５学校給食事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法、学校給食法施行令

現 状 と 課 題

給食センターを除く市内２６調理場に必要な消耗品等の購入により、円滑に給
食を実施することができている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

学校給食を実施している市内の小学校、中学校、特別支援学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

調理師の作業着など学校給食に係る消耗品の購入や、調理師の検便検査など、
安全でおいしい学校給食を提供する上で必要となる一般的業務（調理業務委託
を除く）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内の各学校において学校給食の円滑な実施を図る。

5,1545,1764,726

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,726

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校給食の円滑な運営のために必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,726

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校校区審議会事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和44年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細  目 ０３５学校校区審議会事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、加古川市立学校校区審議会条例

現 状 と 課 題

市内の一部の地域では、開発が今なお進み、就学者人口が増加または安定して
いるが、北部の地域では、就学者人口が年々減少しており、児童生徒数や学級
数等の学校規模にばらつきがみられる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立小中学校に在籍する児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校教育法施行令に基づき校区を設定するため、加古川市立学校の校区の設定
及び変更に関する事項について、教育委員会の諮問に応じ調査審議する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

①適正規模の学校で教育を受ける②地域コミュニティと同等の校区で教育を受
ける③適正な通学距離の学校へ就学する

616159

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 59

財　

源　

内　

訳

□拡充

市内地域により児童生徒数がばらつきがあるなか、適正な規模、通学距離の学
校に通学できるよう校区の設定、変更を調査審議する当審議会の必要性は高
い。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 59

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校校区審議会事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 就学事務事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ００５就学事務事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、教育基本法、加古川市立小学校及び中学校校区規則、就学すべき
学校の変更に関する要綱

現 状 と 課 題

学齢簿の編製、管理及び校区外・区域外の許可を行うことにより、学齢児童及
び学齢生徒の適正就学を図っているが、いじめや不登校の問題や、ＤＶ逃避等
の理由により住民票はあるが小中学校に就学していない「不就学者」の管理が
社会的な問題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に住所を有する学齢児童及び学齢生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学齢簿を編製し、氏名、住所、就学校等必要な事項について管理する。また、
校区外・区域外就学について申請及び許可に関する事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学齢簿の編製、管理及び校区外・区域外の許可を行うことにより、学齢児童及
び学齢生徒が適正に就学できる

277310363

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 363

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校教育法施行令により実施が市に義務付けられている事業であり、学齢簿の
編製、校区外・区域外就学の届出の受理、許可につき適切に実施されている。
引き続き法令に基づく実施が必要。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 363

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 就学事務事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食センター維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和47年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 志方地区

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０２５学校給食センター維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法、学校給食法施行令、加古川市立学校給食センター設置及び管理に
関する条例

現 状 と 課 題

現在の給食センターは平成１５年に建て替えを行っているが、旧センターから
移設した設備の老朽化が目立ち修繕箇所が増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

志方町の３小学校及び志方中学校の給食調理を行う学校給食センター

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

志方地区において、安全でおいしい給食を提供するため、学校給食センターの
燃料費、光熱水費の支払のほか、設備の点検、備品の購入等により施設の維持
補修を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校給食センターの調理業務の円滑な運営を図る。

11,33922,61710,260

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,260

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校給食センターにおいて、施設の老朽化が進んでいる。蒸気配管や調理機器
の故障があったが、速やかに修繕対応することで、志方地区の各学校の給食を
円滑に調理ができている。今後も施設の老朽化に伴い、修繕料などの維持費用
は増加していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,260

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食センター維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食施設維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和25年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０１０学校給食施設維持補修事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校給食法、学校給食法施行令

現 状 と 課 題

学校給食施設は、設備、備品ともに老朽化が進み、修繕及び買い替えが必要な
ものが増加している。学校施設の耐震化工事を最優先で実施したため、給食施
設のドライ改修は進んでいない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

学校給食を実施している市内の小学校、中学校、特別支援学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

安全でおいしい給食を提供するため調理にかかるガス代の支払、備品及び消耗
品等の購入及び修繕を行う。また、設備の洗浄、害虫駆除等を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内の各学校において学校給食調理の円滑な実施を図る。

67,09770,36164,526

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 64,526

財　

源　

内　

訳

■拡充

学校給食調理業務にかかる備品等の更新を行い、調理業務の円滑な運営に寄与
している。耐用年数が経過している備品の数に比して更新数が少ない。また、
施設や設備も老朽化が進んでおり、計画的な更新、改修が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 64,526

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校給食施設維持補修事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育統計調査事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和23年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０２０教育統計調査事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
統計法施行令、学校基本調査規則

現 状 と 課 題

児童生徒数の減少の影響で小中学校数に変化は見られない。各種学校や専修学
校については休校や廃校となっている施設がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の幼稚園、小・中学校、特別支援学校、各種学校、専修学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

毎年５月１日現在の学校数、学級数、在籍者数、教職員数、施設概要等を調査
する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校教育行政に必要な基本的事項について公表する

373636

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 36

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

法令に基づき市において実施することが義務付けられている事業であり、適切
に実施されている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 36

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育統計調査事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和53年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０１５教育奨励事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市奨学資金基金条例、同条例施行規則、加古川市奨学資金基金条例施行
規則の運用に関する要領

現 状 と 課 題

平成２２年度からは、国において公立高校授業料無償化が実施され、平成２６
年度入学者からは、低所得世帯の高校生に対して授業料以外の教育費を支給す
る「高校生等就学給付金制度」が創設されることになった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高等学校、中等教育学校の後期課程、高等専門学校、特別支援学校の高等部に
在籍し、経済的理由により修学困難な者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高校を通じた申請者の中から対象者を選考し、奨学金を給付する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

奨学金を支給し学費の負担を軽減することにより、高校等へ就学できる

9,0006,0483,024

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,005

財　

源　

内　

訳

□拡充

当該事業は、経済的理由による就学困難者に、教育の機会を均等に与えること
に寄与してきた。しかし、平成２６年度入学者からは、国において目的及び対
象者を同じくする「高校生等奨学給付金制度」が創設され、平成２８年度から
は全学年が給付金の支給対象となることから、平成２７年度末をもって、奨学
金を廃止した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 3,024

そ の 他 特 財 19

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

人

対 象 指 標 名

奨学金の申請者 26316080

成 果 指 標
分 析 結 果

すべての申請者が客観的に経済的理由による就学困難者かの判断は困難であり、適切な成果
指標を設定することは難しい。

奨学金給付対象者（定
員）

人 1258442

奨学生申請者所属校数 校 473224

活 動 指 標
分 析 結 果

「高校生等就学給付金制度」の創設に伴い、申請者数が減少した。

奨学金支給者数

目 標 値

42

目標年度

平成27
年度

1258442

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和54年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０２教育振興費

細  目 ０１０小学校就学奨励事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、加古川市就学援助規則

現 状 と 課 題

認定者数については、少子化により児童数が減少傾向であることから大きな増
加は見られないが、景気の動向により、認定率はわずかではあるが、減少傾向
にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の経済的に就学が困難な小学校に就学する児童

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

保護者に対して教育に係る費用の一部を援助する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

当該世帯における義務教育を担保する

121,153124,139114,332

国 庫 支 出 金 124

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 114,208

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校教育法第１９条の規定に基づく市の役割として、経済的な理由により就学
が困難な児童に対し、教育にかかる費用の一部を援助することで義務教育を担
保している。教育環境を整備するための非常に有益な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 114,332

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

人

％

対 象 指 標 名

市内小学校の児童数 15,32614,97314,750

成 果 指 標
分 析 結 果

全児童数の約１２％の児童が援助の認定を受け、義務教育が担保された。

就学援助申請児童数 人 2,1402,0501,879

活 動 指 標
分 析 結 果

援助を必要とする児童、世帯は少なくない。

就学援助認定児童数

目 標 値

1,753

目標年度

平成28
年度

2,0451,9731,845

就学援助認定率 12平成28
年度

13.3413.212.5

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 昭和54年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０２教育振興費

細  目 ０１０中学校就学奨励事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、加古川市就学援助規則

現 状 と 課 題

認定者数については、少子化により児童・生徒数が減少傾向であることから大
きな増加は見られないが、景気の動向により、認定率はわずかではあるが、減
少傾向にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の経済的に就学が困難な中学校に就学する生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

保護者に対して教育に係る費用の一部を援助する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

当該世帯における義務教育を担保する

63,21159,80358,235

国 庫 支 出 金 448

県 支 出 金 82

地 方 債

一 般 財 源 57,705

財　

源　

内　

訳

□拡充

学校教育法第１９条の規定に基づく市の役割として、経済的な理由により就学
が困難な生徒に対し、教育にかかる費用の一部を援助することで義務教育を担
保している。教育環境を整備するための非常に有益な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 58,235

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校就学奨励事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

人

％

対 象 指 標 名

市内中学校の生徒数 8,1958,0757,899

成 果 指 標
分 析 結 果

全生徒の約１４％の児童生徒が援助の認定を受け、義務教育が担保された。

就学援助申請生徒数 人 1,2741,2091,140

活 動 指 標
分 析 結 果

援助を必要とする生徒、世帯は少なくない。

就学援助認定生徒数

目 標 値

1,060

目標年度

平成28
年度

1,2021,1451,116

就学援助認定率（中学
校）

13.8平成28
年度

14.6714.214.1

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校昼食サポート事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成17年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０３０中学校昼食サポート事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市中学校昼食サポート事業実施要綱

現 状 と 課 題

近隣市で中学校給食が開始され、本市でも中学校全校での給食実施を求める声
が多くなってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

志方中学校を除く市内１１中学校の生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

弁当業者の配膳員を中学校に配置し、家庭から弁当を持参できない生徒に対
し、昼食用弁当をあっせんする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

事情により家庭から弁当を持参できない場合にパンだけの昼食より、バランス
のとれた昼食を摂ることができるようにする。

3,2043,1723,086

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,086

財　

源　

内　

訳

□拡充

成長期にある中学生が事情により家庭からの弁当を持参できない場合に、パン
よりもバランスのとれた昼食を摂る機会を提供できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,086

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校昼食サポート事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

個

対 象 指 標 名

市内中学校生徒数（志
方中を除く）

7,8877,7977,647

成 果 指 標
分 析 結 果

昼食を必要とする日において、持参できない生徒に昼食を提供できている。

昼食サポート弁当の年
間販売日数（１１校合
計）

日 1,8901,8221,769

活 動 指 標
分 析 結 果

昼食を必要とする日において、持参できない生徒に昼食を提供でき
る体制をとっている。

昼食サポート弁当の年
間販売数（１１校合
計）

目 標 値

3,200

目標年度

平成28
年度

2,7813,5033,259

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０４０中学校給食準備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

中学校給食の実施にあたり、両荘中は現学校給食センターから配送する。ま
た、その他の中学校は日岡山公園隣接地、神野台用地に設置する新中学校給食
センターから配送する予定である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

給食が実施できるよう準備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内全中学校において給食が実施される。

4,069

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,069

財　

源　

内　

訳

■拡充

中学校給食の実施に向けての準備はハード、ソフト共に今後更に多岐に渡り、
また、事務量も増えていく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,069

そ の 他 特 財

平成35年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 12

成 果 指 標
分 析 結 果

市内１２校中、実施は志方中の１校になっている。両荘中の平成３０年度の給食開始及び日
岡山公園隣接地、神野台用地の学校給食センター設置に向け準備を進める。

中学校給食の準備完了
学校数（実施含む）

校 1

活 動 指 標
分 析 結 果

中学校給食の実施、基本方針、基本計画を決定した。

中学校給食の準備率
（実施含む）

目 標 値

100

目標年度

平成35
年度

8

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育就学奨励事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０５特別支援教育費

目 ０１教育指導費

細  目 ０１５特別支援教育就学奨励事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和２９年法律第１４４号）

現 状 と 課 題

就学奨励費による保護者負担の軽減や、特別支援教育の浸透により、特別支援
学級への入級児童・生徒が増加傾向にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

特別支援学級や通級指導教室に通う児童・生徒の保護者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

給食費や通学費をはじめとする様々な費用に基づいて支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

特別支援学級や通級指導教室に通う児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減
し、特別支援教育の普及奨励を図る。

6,8468,0518,719

国 庫 支 出 金 4,359

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,360

財　

源　

内　

訳

□拡充

教育の機会均等の趣旨に則り、小・中学校の特別支援学級や通級指導教室に通
う児童・生徒の保護者等の経済的負担を軽減し、特別支援教育の普及奨励をは
かるため、必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,719

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育就学奨励事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０５９中学校区連携ユニット１２推進
事業　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

学習指導要領においても、小中連携の必要性が示され、異なる校種の連携は、
子どもの連続した学びや育ちを支援するうえで重要となってきた。さらに、社
会の変化に対応して子どもを支援するには、家庭や地域との連携が不可欠で、
地域総がかりの教育が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

本市内の認定こども園・幼稚園・保育所（公立法人を問わず）・小学校・中学
校・養護学校の幼児・児童・生徒、教職員、保育士、保護者、地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中学校区を一つの単位（ユニット）として、その地域の学校園が相互に連携
し、家庭、地域とも連携を図りながら子どもの連続した発達を支援する。校種
を超えた取組として、就学前の子どもが小学生と交流給食をしたり、中学生が
校区の幼児・児童と交流したりする。家庭・地域が連携した取組として、あい
さつ運動や子どもの作品を展示する美術展などを実施する。また、学校園支援
ボランティアの大きな支援を得ている。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

就学前から継続、一貫して指導することで、小１プロブレムや、中１ギャップ
の緩和を図る。中学校区の実態に応じた特色ある取組を実施することで、地域
総がかり教育の推進を図る。

2,6022,2842,284

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 909

地 方 債

一 般 財 源 1,375

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域一体となって子どもたちの連続した学びと育ちを支える「中学校区連携ユ
ニット１２」を活用した取組は定着してきており、多くの成果をあげている。
今後は、これまでの取組をさらに充実させるとともに、各ユニットにおける
様々な教育課題を解決していくために、校種間における学習カリキュラムの検
討や学校園・家庭・地域との共同体制の充実を図り、地域に応じた特色ある取
組を継続し、「地域総がかりの教育」を推進していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,284

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

人

％

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

25,02124,57624,213

市内教職員 人 1,5241,5851,547

参加校園数 校園 999999

成 果 指 標
分 析 結 果

ボランティア活動延べ人数は高い水準を保っている。不登校については、一定の効果は見ら
れているが、昨年度よりも割合が高くなっている。様々な要因が考えられるので、より詳細
な分析が必要である。中学校教員による小学校での授業が行われるようになってきており、
今後も滑らかな接続に向けた継続的な取組が必要である。

地域コーディネーター
数

人 212325

学校園支援ボランティ
ア数

人 1,3411,4701,573

活 動 指 標
分 析 結 果

学校園支援ボランティアと学校園をつなぐ役割である地域コーディ
ネーターの数が増えることで、ボランティア登録者も増加し、学校
園支援活動が活性化している。平成２７年度から、全ユニットに地
域コーディネーターが配置され、充実した取組につながっている。

学校園支援ボランティ
ア活動延べ人数

目 標 値

65,000

目標年度

平成28
年度

60,80069,76976,226

不登校生徒の割合 2平成28
年度

2.82.132.4

教員の小中交流を実施
した中学校区割合

100平成28
年度

758383

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いのちと心サポート教育研究事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０７６いのちと心サポート事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン、教育アク
ションプラン

現 状 と 課 題

インターネットやメール等によるいじめ問題も増加しており、いのちと心の教
育は、現在、最も求められている教育の一つである。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

自他の命を大切にする子どもの育成を目ざした取組を指定ユニットで行い、そ
の内容や成果を全市に広げる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

命を大切にし、心豊かな幼児・児童・生徒の育成を図る。

307342320

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 290

地 方 債

一 般 財 源 30

財　

源　

内　

訳

□拡充

社会問題となっているいじめ問題等の解決に向けて、自他のいのちを大切にす
る教育は喫緊の課題であり、今後も継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 320

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 いのちと心サポート教育研究事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

25,02124,57624,213

ユニット参加校園数 校園 999999

成 果 指 標
分 析 結 果

全国平均と比較すると、どちらの項目においても上回っている結果となっている。自他のい
のちと心を大切にする子どもの育成に向けて、今後も継続的な取組が必要である。

いのちと心サポートに
取り組んだユニット数

ユニッ
ト

4812

活 動 指 標
分 析 結 果

いのちを大切にする教育に特化した取組をユニット単位で行うこと
で、各発達段階に応じた教育を進めながら、連続した心の教育を実
施することができている。

人の気持ちがわかる人
間になりたいと思う児
童生徒数の割合

目 標 値

75

目標年度

平成27
年度

73.67976.6

いじめはいけないこと
だと思う児童・生徒数
の割合

82平成27
年度

78.776.379.9

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 心の絆プロジェクト事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０７６いのちと心サポート事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン、教育アク
ションプラン

現 状 と 課 題

いじめ問題は喫緊の課題であり、児童生徒が自ら主体的に活動し、未然に防止
する活動は大変重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「心の絆宣言」をもとに、児童会・生徒会を中心にした自主的な心の絆を深め
る活動を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

望ましい人間関係、居場所、集団作りなど子どもたちの心の絆を深める。

1,1308441,025

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,025

財　

源　

内　

訳

□拡充

各校において、特色を生かしながら児童会生徒会を中心に、様々な活動を展開
している。その取組成果を加古川教育フォーラムにおいて発信し、さらに充実
した活動につなげることができており、今後も継続が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,025

そ の 他 特 財

平成27年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 心の絆プロジェクト事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内児童・生徒数 23,58723,10422,669

成 果 指 標
分 析 結 果

学校に行くのが楽しいと回答した児童生徒の割合を示す数値は上がっており、全国平均より
もかなり高い数値を示している。もう一方の指標についても、全国平均を上回っている。今
後も継続して取り組んでいく必要がある。

「心の絆宣言」５項目
全て実施学校数

校 273034

活 動 指 標
分 析 結 果

全ての学校が５項目全てに取り組んでいないが、各校の実態に合わ
せて、様々な活動を行っている。

学校に行くのが楽しい
と回答した児童生徒の
割合

目 標 値

70

目標年度

平成27
年度

51.849.453.9

学級みんなで協力し、
やり遂げたことがうれ
しかったと回答した児
童生徒の割合

75平成27
年度

61.755

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 メンタルサポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成17年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０２教育振興費

細  目 ０１５メンタルサポート事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

メンタルサポーター配置後、不登校やいじめ、問題行動等の未然防止や早期対
応に係る支援体制は充実した。しかし、不登校を引き起こす要因は複雑化して
おり、対応する職員の資質向上が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校の生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内全中学校に各１名、計１２名のメンタルサポーターを配置して、学級担任
等との家庭訪問や別室登校生に対する学習指導の補助、不登校生徒の学校復帰
の支援、相談活動の補助、関係機関との情報交換や連携、不登校対策に係る啓
発活動や研修会出席など、多面的に関わる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

学校生活に不適応を起こし、学校や教室に行きづらい生徒の居場所を作るとと
もに、家庭訪問等を通した生徒・保護者と教師との橋渡し的な存在として支援
することで、不登校生徒の心の安定と学校（教室）復帰を促す。

24,70624,65324,951

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 24,951

財　

源　

内　

訳

□拡充

様々な課題に向き合っている学校現場において、不登校傾向にある生徒や学校
生活に不適応を起こしている生徒に対して、きめ細やかな対応ができるメンタ
ルサポーターの果たす役割は重要になっている。学校現場では、家庭訪問や教
育相談、学習指導の補助等として生徒や保護者と教師の橋渡し的な存在として
大切な職務を果たしている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 24,951

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 メンタルサポート事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

人

対 象 指 標 名

市内中学校の生徒数 8,0757,899

成 果 指 標
分 析 結 果

メンタルサポーターによる家庭訪問や別室利用者への支援を続けることで、再登校を始めた
生徒数も増加しており、妥当な指標であると考える。

メンタルサポーターに
よる家庭訪問回数

回 2,8021,8381,785

別室利用者数 回 6,7126,1355,468

学校間・関係機関との
連携状況数

回 419394480

活 動 指 標
分 析 結 果

全中学校にメンタルサポーターを配置して、不登校の未然防止や不
登校生徒の再登校を目指した取組として、メンタルサポーターによ
る家庭訪問回数や別室利用回数、学校間や関係機関との連携状況数
を指標とすることは、妥当な指標であると考える。

不登校を改善した延べ
人数

目 標 値

550

目標年度

平成28
年度

619651509

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 不登校児童生徒適応指導事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０５家庭教育費

細  目 ０３０不登校児童生徒適応指導事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

不登校の要因として、「情緒混乱型」「無気力型」といった態様から、発達の
課題や複雑な家庭環境を背景とした「複合型」の割合が増加している。また、
不登校の要因・背景が多様化する中、ひきこもりの問題とも絡んで学校復帰へ
の支援のみならず、社会的自立に向けての支援が重要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小中学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

適応指導教室「わかば教室」や小集団体験活動「アタック・ゴー」において、
個に応じた自立支援及び学校復帰を目指した組織的な支援を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

心理的・情緒的要因等により不登校状態にある児童生徒を支援するため、在籍
校と連携を取りながら、一人ひとりの状況に合わせた学習指導や体験活動を提
供し、学校生活への復帰及び社会的な自立心の育成を目指す。

525432489

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 55

地 方 債

一 般 財 源 434

財　

源　

内　

訳

□拡充

本事業により、不登校状態に陥った児童生徒の適応指導の場が保障され、児童
生徒を別室登校、教室復帰させるなどの不登校状態の改善が図られた点につい
て、評価することができる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 489

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 不登校児童生徒適応指導事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

人

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 15,32614,97314,750

市立中学校生徒数 人 8,1958,0757,899

成 果 指 標
分 析 結 果

適応指導教室や「アタック・ゴー」に参加することで、学校生活に復帰した児童生徒数も大
きく増加しており、妥当な指標であると考える。

適応教室在籍者数 人 151614

アタック・ゴー参加者
数

人 988193

活 動 指 標
分 析 結 果

適応指導教室及び小集団体験活動「アタック・ゴー」は不登校生徒
の学校復帰を目指した取組であり、その在籍者数や参加人数は、妥
当な指標であると考える。

不登校を改善した延べ
人数

目 標 値

550

目標年度

平成28
年度

619651509

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０７７いのちと心サポート事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

平成２６年度策定の「いじめ防止基本方針」や教育アクションプラン２０１６
に基づき事業を実施しているが、その成果についての総合的な評価が必要であ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小中学校の児童生徒、市内小中学校の教諭

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「学校生活に関するアンケート」の実施、「いじめ相談シート調査」の実施、
「いのちと心サポート相談員」の配置、「学校生活適応推進研修会」の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

いじめや不登校問題等の未然防止や問題解決に向けた取組の推進と充実を図
る。

4,9754,6724,100

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,100

財　

源　

内　

訳

□拡充

いじめや不登校問題の未然防止や問題解決に向けた取組は不断の努力の積み重
ねが必要である。そのためにも、「学校生活に関するアンケート」及び「いじ
め相談シート調査」並びに相談業務を継続し、子どもの人間関係や心の状態・
悩みを把握し、早期発見・早期対応していくことは大変有効なことである。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,100

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

％

％

件

対 象 指 標 名

市内小学校の児童数 15,32614,97314,750

市内中学校の生徒数 人 8,1958,0757,899

教諭数 人 1,2971,3271,225

成 果 指 標
分 析 結 果

４つの活動手段による総合的な成果指標として、小中学校における不登校率といじめに係る
相談件数は事業の成果を反映したものである。

小学校３年生～中学校
３年生のアンケート参
加者数

人 18,67118,13317,758

小学校４年生～中学校
３年生の調査参加者数

人 16,24815,86915,309

いのちと心サポート相
談員による対応件数

件 228200453

活 動 指 標
分 析 結 果

全小中学校児童生徒を対象とした事業であるが、アンケートと調査
は児童の発達段階を考慮した上で該当学年悉皆で行う。また、きめ
細かい相談業務を行う相談員による対応件数を指標とすることは妥
当である。

小学校における不登校
率

目 標 値

0.3

目標年度

平成28
年度

0.170.270.39

中学校における不登校
率

2平成28
年度

3.322.132.27

いじめに係る相談件数 50平成28
年度

699152

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園コンピュータ保守委託事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０４教育研究所費

細  目 ０２０学校園コンピュータ保守委託事
業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

ネットワークの整備、サーバ機器及び教育用・校務用コンピュータの台数増等
にともない、利用者支援業務の必要性が増大している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小・中・特別支援学校、幼稚園の校務用パソコン等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川ＩＣＴサポートセンターを設置し、情報の収集とＳＥなどの派遣等を行
い、必要な修繕・設定を行う等、各学校コンピュータ並びに周辺機器の障害に
対応する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

迅速な障害復旧を図り、授業と学校業務に支障を来さないようにする。

17,53118,72118,414

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,414

財　

源　

内　

訳

□拡充

保守委託が長期継続契約となり、また、学校園でのコンピュータの活用が増え
る中、学校園側の要請に対してより迅速に対応できる体制を確立していくた
め、維持していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,414

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成27年度（決算見込）

平成27年度（決算見込） 平成26年度（決算） 平成25年度（決算）



加古川市事務事業評価シート〈平成27年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校園コンピュータ保守委託事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成25年度平成26年度平成27年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成25年度平成26年度平成27年度単 位


